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Blecker (2002)  はこれまでのカレツキアンの議論を整理して、以下の各場合
に経済が利潤主導型になりやすいことを示している。すなわち、(1)  投資が利
潤シェアに対して弾力的に反応するとき、 (2)  労働者の貯蓄性向が大きいとき、










利潤シェア、稼働率、蓄積率の 3  変数による構造 VAR 分析を行う。同様の手
法を用いた既存研究に、アメリカ・イギリス・フランスのデータを用いた
Stockhammer and Onaran [2004]が挙げられるが、我が国のデータを用いた既
存研究は少ない 1。 本稿は我が国における過去約 20  年間のデータを用いて、 所
得分配の変化が生産水準とその成長率に与える影響を構造 VAR 分析によって
明らかにすることを試みる。 












2.  構造 VAR 分析によるアプローチ 
 
本稿では、簡単化されたカレツキアン蓄積分配モデルに従う資本蓄積率、資











と考える。 したがって、 想定するモデルは、 n 個の経済変数のt 期の値を 1 n ´ の
ベクトル t X とすると、以下のような連立線形確率差分方程式となる。 
  11 22 tt t q t q t XX X X v -- - =G +G + +G +   (1) 






少ない VAR モデルを分析することを提案している 2。 しかしながら、 (1)式のよ
うな VAR モデルによる分析では、 経済理論を検証したり、 推定結果を経済理論
の観点から解釈したりすることができない。そこで、VAR モデルに経済理論に5 
 
よる事前知識を構造として導入したものが、構造 VAR である。 
 構 造 VAR モデルにおいては、 変数間の関係を説明する経済理論より、 以下の
ような構造モデルを考える 3。 
  11 22 tt t q t q t BX AX AX AX e -- - =++ ++   (2) 
ただし、B と i A  ( 1, 2, , iq =  )は nn ´ の係数行列,  t e は 1 n ´ のベクトルで経済
ショックを表す確率変数のベクトルである。 係数行列 B は変数間の同時点にお
ける相互関係を表す。経済ショック t e は、同時点及び異なる時点で互いに無相
関であり、かつ平均が 0 の同一分布に従うとする。 t e の共分散行列 e W は対角要










11 22 tt t q t q t XB A X B A X B A X B e
-- --




- G=   (1 , 2 , , ) iq =  、
1
tt vB e
- = となっている。誘導形誤差項 t v の共分散行列 v W は、構造ショックの
共分散行列 e W とは異なり、 同時点間のショックは無相関ではないことに注意す
る。誘導形(3)式の係数行列
1 (1 , 2 , , ) i BAi q
- =  は最小自乗法により推計される
が、 誘導形の推定からは係数行列B の情報を得ることができない。 したがって、
構造ショックも識別することができない。そこで、このアプローチでは,  構造
モデルと誘導形の誤差項の関係からB の識別を行う。誘導形を推定して得られ




tt t t eB B e ee
- = =  (4) 6 
 





- W= W  (5) 
推定誤差の共分散行列 e W の nn ´ 個 (正確には対称行列であるから (1 ) 2 nn+
個 )の要素は誘導形推定により得られている。未知数は係数行列B の要素、
() nn n ´- 個 （基準化すると対角要素はすべて 1） ， と構造形の共分散行列 v W の
要素、n 個（対角要素以外はすべて 0）である。したがって、(5)式より係数行


















響を調べるために必要な、資本蓄積率 t g 、資本稼働率 t z 、利潤シェア t p の 3 変
数を含んだ上で、できるだけ簡潔な構造モデルを構築する。本稿では












  ,,, tt tt rKwN をそれぞれ利潤率、資本ストック、賃金率、雇用量とする。利潤
所得 tt rK と賃金所得 tt wN からそれぞれ一定率 , KN ss が貯蓄されるとすれば、貯
蓄 t S を次のように書くことができる。 
  tK t t N t t Ss r Ks w N =+ (6) 









pp s ==  (7) 
である。 ここで t Y は正常水準における産出量であり、 生産技術を表す tt YK s =
を一定と仮定する。また、賃金率 t w について、 
 
(1 ) tt t t t t
t
tt




==  (8) 
である。(6)(7)(8)を用いると、貯蓄率 tt t sS K = は次のようにかける。 
  { } (1 ) tK t N t t ss s z pp s =+ -  (9) 
また、資本ストック t K で割った純輸出 t nx を次のように表すことができると
する。 
  12 (, ) , 0 , 0 tt t nx h z h h p =< >  (10) 
ただし 12 , hh は関数 (,) h ⋅⋅をそれぞれ , tt z p について偏微分したときの係数であ
る。純輸出 t nx は稼働率 t z の減少関数である。これは好景気で資本稼働率が高
いときには、輸入が増加して純輸出が低下することを想定している。また純輸




財市場均衡式 tt t sgn x =+ より、次を得る。 




  () , ' () 0 , ' () 1 tt zf r f r f r => =  (12) 
ただし t r は正常利潤率である。資本稼働率は利潤率の増加関数であり、企業は
正常利潤率を超える利潤率の時には、正常稼働率以上の水準で資本を稼働させ
ることを想定している。(7)と(12)より、次を得る。 
  () tt t zf z ps =  (13) 
 
＜均衡＞ 
以上より、本稿のモデルにおける均衡は、先決変数である t g 、(11)、(13)に
よって特徴付けられる。均衡解が存在する場合に、その近傍において陰関数定
理を適用することにより、(11)(13)を次のように書くことができる。 
  (, ) tt t zg p =F  (14) 
  () tt z p =Y  (15) 
(,) F⋅⋅ の , tt g p についての偏微係数をそれぞれ 12 , FF と表し、 () Y⋅の t z につい






































Y=  (18) 
1 F について、資本稼働率 t z は、資本蓄積率 t g の増加関数である。 2 F は同時点に
おける利潤シェア t p と資本稼働率 t z の関係を表すが、理論的にはその符号は確
定しない。利潤シェアが増加した場合の資本稼働率の変化の方向は、二種類の
貯蓄率 , KN ss および輸出の利潤シェアに対する反応度 2 h の相対的な大きさに依9 
 
存する。利潤所得からの貯蓄率のほうが賃金所得からの貯蓄率より大きい場合





して、資本稼働率を上昇させる。 1 Y について、 '( ) 1 tt fr ps< が満たされると仮




＜同時点における 3 変数間の関係＞ 
以上より、線形化された 3 変数間の関係は、以下のように書ける。 t g を先決
変数として、 
  12 ttt zgp =F +F  (19) 
  1 tt z p =Y  (20) 



















本稿で注目する経済変数は、 資本蓄積率、 稼働率、 利潤シェアの 3 つである。
これらのデータを OECD Economic Outlook Database （OECD  データベース）
より得た 5。具体的には、資本蓄積率は、「実質資本ストック」の対前期成長
率として算出した。 稼働率は、 「実質 GDP・潜在 GDP 比率」 の値を利用した。




っている。推定期間はプラザ合意後の 1986 年 Q1 から最新年の 2007 年 Q4 と
した。この推定期間の選択は、サンプル数の確保と推計モデルの安定性を考慮
した結果である。推計に使用する 3 変数の時系列推移は図 1(a)-(c)にプロット
している。 
 表1 は各変数に対する単位根検定の結果である。検定には Augmented 
Dickey Fuller の方法を用いている。いずれの変数も、水準系列においては単
位根を持つという仮説が棄却されない。一方、一階差系列においては、単位根






推定するモデルは以下の構造 VAR モデルである。 














êú ê ú =- F - F = êú ê ú




論モデルより導かれたものである。 係数に対するゼロ制約が 3 個課されており、
識別条件を満たす。 C は 31 ´ の定数項行列、D は 31 ´ のトレンド項係数行列、







  本稿では Stockhammer and Onaran[2004]と同様に、上式の誘導形推定の際、
いずれの変数も I(1)変数の疑いがあるにも関わらず、水準変数を用いて推計を
行う。これは、非定常な変数が含まれている場合でも、水準による推定量は一













4.3  構造パラメータの推定結果 
 
3 変数間の同時点の影響を意味する構造行列B の推計結果は表 3 に報告され
ている 8。構造行列の推定結果は全体として、理論モデルの想定と矛盾しない12 
 
ことがわかる。係数 1 F と 1 Y は有意水準 1％でゼロであることが否定され、共に
正の値をとると推定されている。一方、係数 2 F に関しては、推定値は負である
が有意ではない。 1 F と 1 Y がともに有意に正であることは、(19)(20)式で整理し
たように、理論と整合的な結果である。 2 F の符号については理論的には確定さ
れなかったが、 実証分析の結果 2 F の推定値の符号は有意ではないものの負であ
る。(17)式を参照すれば、このことは 2 () 0 KN t hss z s -- £ であることを示唆す
る。しばしば指摘されるように、利潤所得からの貯蓄率 K s が賃金所得からの貯




4.4  インパルス応答分析 
 
















ル(B)について、 資本稼働率はショックと同時に上昇し、 ショックが生じた時点13 
 
から起算して 4 四半期（1 年ほど）高い水準を維持した後に、緩やかに低下し
ながら元の値に収束している。 パネル(C)では利潤シェアはショックと同時に上








































インパルス応答の結果を用いて、利潤所得( tt rK )と賃金所得( tt wN )の変化を計
算してみる（ここでは信頼区間は計算しない） 。それぞれ(7)式と(8)式より、 
  tt t t t rK z K ps =  
  (1 ) tt tt t wN z K ps =-  




利潤所得（ショックあり）      賃金所得（ショックあり） 
利潤所得（ショックなし） 、    賃金所得（ショックなし） 

























































チによるものは、例えば Bowles and Boyer [1995]がある。 
 
3)  構造 VAR アプローチの詳しい解説は、例えば Enders[2004] 、 
Hamilton[1996]、宮尾[2006]を参照。 
 




5)  分析に使用した OECD  データベースは、各国の国民経済計算をベースに





6) I(1)変数とは、 1 次の和分過程に従う系列のことであり、 1 階の階差をとると
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水準  一階差 
検定統計量  ラグ次数  検定統計量 ラグ次数 
ACCU  -2.550  3  -4.104** 2  
CU  -2.270  4  -4.529** 3  
PS  -0.865  1  -12.080** 0  
 

























トレース検定  最大固有値 
統計量  検定統計量 
0.197    32.808*  19.316 
 
注：上表は ACCU、CU、PS の 3 変数に対する Johansen の共和分検定の結果
である。共和分の数が 0 であるという帰無仮説としたトレース検定統計量、最
大固有値検定統計量を報告している。MacKinnon et al [1999]の臨界値に従っ
て、5%有意水準の下で帰無仮説が棄却された場合に*を記している。トレース
検定と最大固有値検定における 5％臨界値は、 それぞれ 29.7970、21.1316 であ























係数  推定値  標準偏差  z 値 
    5.794**    1.564  3.705 
    -0.300  0.602  -0.498 
ψ   0.413**  0.062  6.785 
 











































Responce of wN =
賃金所得（ショックあり）
賃金所得（ショックなし）
 
 